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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業
自治体情報シート（令和８年度）

精神疾患や精神障害のある方が
地域で安心して暮らせる地域づくり

宮城県では、精神疾患や精神障害のある方が地域で安心して暮らせるよう、に
も包括の普及啓発、心のサポーターの養成、地域支援者の人材育成、地域精神
保健医療福祉体制整備、ピアサポート活動支援等に取り組んでいます。

当事者・家族に身近な日常生活圏域を基本として、市町村を中心に、にも包括
の構築が進むよう、協議の場や支援者支援の取組等を通じて、県が市町村を重
層的に支援します。

また、県民向けの情報発信や広報を充実させ、医療・保健・福祉サービス等の
必要な情報のアクセシビリティ向上、ピアサポート活動等の活性化を図ります。

宮城県
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※必須 １ 県、指定都市、中核市、特別区の基礎情報

宮城県

仙台市

気仙沼
登米

栗原

石巻

大崎

仙台

仙南

／

／市町村 有 33 35 か所／市町村数

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築に向けた保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場の設置状況（R7年度末時点）

都道府県 有 1 か所

障害保健福祉圏域 有 7 7 か所／障害圏域数

（自立支援）協議会の開催頻度（R7年度） （自立支援）協議会の開催頻度 2 回／年

精神領域に関する議論を

行う部会の有無
有

特定相談支援事業所数 209 か所

保健所数（R8年4月時点） 6 か所

相談支援事業所数 基幹相談支援センター数 20 か所

（R8年4月時点） 一般相談支援事業所数 66 か所

83.7 ％

心のサポーター養成者数 1,518 人

757 人

うち６５歳以上 1,972 人

退院率（R4年度時点）

入院後３か月時点 60.5 ％

入院後６か月時点 74.9 ％

入院後１年時点

％

３か月以上１年未満 901 人

（％：構成割合） 19.5 ％

入院精神障害者数 合計 4,619 人

（R7年6月時点）
３か月未満（％：構成割合）

989 人

21.4

１年以上（％：構成割合）
2,729 人

59.1 ％

うち６５歳未満

精神科病床数（R8年4月時点） 5,912 床

市町村数（R8年4月時点） 35 市町村

人口（R8年4月時点） 2,217,250 人

障害保健福祉圏域数（R8年4月時点） 7 か所

精神科病院の数（R8年4月時点） 37 病院
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/

２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

令和８年度事業概要
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３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

＜平成15年から平成21年まで＞ 精神障害者自立生活支援事業
＜平成22年から令和５年まで＞ 精神障害者地域移行支援事業
＜令和6年度から＞ 宮城県精神障害者にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業

5

「地域移行支援」から「にも包括」へ

令和６年度から令和１０年度までの5年間の
施策パッケージを策定（スライド１3参照）
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＜Ｒ７年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標 目標値
（Ｒ７年度当初）

実績値
（Ｒ７年度末）

具体的な成果・効果

①精神障害者の精神病床から退院後1年以
内の地域における平均生活日数

325.3日以上
（R8年度末）

327.5日
（R4）

精神科病院、障害福祉サービス事業
所、市町村等が連携した地域支援体
制によって退院者の地域生活の継続
につながった。

②保健・医療・福祉関係者等による協議の場
を設置している圏域数・市町村数

7圏域
35市町村

7圏域
33市町村

協議の場未設置の4市町のうち、2市

が設置に至った。引き続き市町村支
援を行い、すべての市町村における
設置を目指す。

③心のサポーター養成者数 500人 1,518人 地域・企業・教育の関係者を対象とし
た研修を実施したほか、みやぎ出前
講座の開催し、目標値を上回った。オ
リジナルグッズを作成し、修了者へ配
布することにより普及啓発を図った。

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に資する取組の成果・効果
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【特徴（強み）】
県・障害保健福祉圏域ごとに設置された協議の場や個別支援等を通して、関係機関の連携強化につな
がっている。

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

協議の場における「にも包括」の
視点での現状分析や課題検討が
不十分

・市町村・圏域・県全域の協議の場の活性化

・にも包括構築推進サポーター（市町村支援）
等の活用
・共通の評価指標の活用

保健 市町村、圏域、県全域の現状・課題の整理、対
策検討

医療

現状・課題の整理、対策の検討（協議の場への
参加）

福祉

その他関係機関・住民等

にも包括の普及啓発及びピアサ
ポートの活用が不十分

・心のサポーター養成研修の拡充
・当事者・家族団体の支援充実

・にも包括の情報発信（ポータルサイト、ハンド
ブック）

保健 市町村、圏域、県全域の現状・課題の整理、対
策検討

医療

現状・課題の整理、対策の検討（協議の場への
参加）

福祉

その他関係機関・住民等

※指標設定が困難な場合は、代替指標や定性的な文言でも構いません。

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（Ｒ８年度当初）

目標値
（Ｒ８年度末）

見込んでいる成果・効果

①協議の場の開催 県2回、圏域7回
（R7年度実績）

県2回
各圏域1回以上

各協議体で抽出された課題について、関係機関と連携
して解決のための取組が実施できる

②心のサポーター養成者数 1,518人 2,500人 にも包括の考え方や精神疾患・精神障害の理解が広が
る

※赤枠内
必須

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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【にも包括構築の体制】
県・圏域・市町村ごとの協議の場において、精神障害者のニーズの把握や地域課題を整理し、課題解決に向けた取組を行うと
ともに、各協議体が重層的に連動し、県全体の「にも包括」の構築につなげる。

所管部署名（※） 所管部署における主な業務

精神保健推進室

県全域の協議の場（宮城県障害者自
立支援協議会精神障害部会）の運営、
圏域・市町村の取組状況把握等

※各部門の状況はできるだけ詳しく記載ください

連携部署・機関名 連携部署・機関における
主な業務

各保健福祉事務所（地域事務
所・支所）

圏域におけるにも包括の構築、市町村の
技術支援 等

精神保健福祉センター

当事者・家族の活動（ピアサポート活動）の
推進

県全域におけるにも包括の構築、課題解
決に向けた技術支援 等

各部門の連携状況 強み・課題等

保健
各保健福祉事務所における個別支援会議や事例検討会の開
催、市町村・圏域の協議の場の開催、地域生活支援関係者等
研修会の開催

個別支援を通じた地域の状況把握、地域課題の抽出ができる
予防的介入ができる

医療
協議の場や事例検討への参加

措置入院患者や対応困難事例の治療、ケア会議等を通じた
地域連携

個別支援を通じた地域の状況把握、地域課題の抽出ができる

各医療機関の専門性を生かした診断・治療（入院・通院・訪問
診療・訪問看護・リハビリ・投薬）ができる

福祉 協議の場や事例検討への参加、ケア会議等を通じた地域連
携

個別支援を通じた地域の状況把握、地域課題の抽出ができる
障害福祉サービスの支給・調整ができる

その他関係機関・住民等
当事者・家族等の協議の場への参加、地域生活支援関係者
者等研修等での講話

圏域・市町村の協議の場における当事者の参加が少ない

※赤枠内
必須

６ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための連携状況（事務局）

（※事務局を担当する部署）
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【その他事項】 ※協議の場の運営における課題や悩んでいる点、アドバイザーに相談したい事項など、自由に記載してください

名称 協議の場の構成員 開催頻度 実施内容
既存の会議体を活用している場
合はその名称・課題・強み等

宮城県障害者自立
支援協議会精神障
害部会（県全域の
協議の場）

保健：市町村、精神保健福祉
センター

2回/年
県全域の協議の場として
方針や必要な取組を共有

①にも包括の普及啓発、②ピアサポー
トの活用、③関係機関との連携 の課
題解決のための取組について協議を
行っている。

医療：病院

福祉：市町村、基幹相談支援
センター、援護寮等

その他関係機関・住民等：
当事者、看護協会、精神保健福
祉士協会、保護観察所

地域支援会議等
（圏域の協議の
場）

保健：市町村、保健福祉事務
所、精神保健福祉センター

1回/年以上
圏域の協議の場として地
域の現状や課題等を共有

すべての圏域に協議の場は設置された
が、「にも包括」の視点での現状分析
や課題解決に向けた取組の進捗に差が
ある。
当事者・家族等の参加が少ない。

医療：病院、診療所、訪問看
護ステーション等

福祉：市町村、相談支援事業
所等

その他関係機関・住民等：当事
者・家族、密着AD等

※赤枠内
必須

７ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための協議の場の実施状況
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名称 協議の場の構成員 開催頻度 実施内容 特記事項（課題・強み等）

三者会議
（保健福祉事務
所、精神保健福
祉センター、本
庁）

保健：保健福祉事務所、精神保
健福祉センター、本庁

4回/年
各圏域の取組の進捗管
理・意見交換等

各圏域のにも包括の取組を推進する情
報共有の場。広域ADからの助言が得
られる。

医療：

福祉：

その他関係機関・住民等：広域AD

県合同会議
（広域AD、密着AD、
県関係機関）

保健：密着AD、保健福祉事務所、
精神保健福祉センター、本庁

1回/年
各圏域の取組の進捗管
理・共有・意見交換等

広域AD、密着AD等と県関係機関が一
堂に会し、県の取組等を共有する場。
（令和8年度より開始）

医療：密着AD

福祉：密着AD

その他関係機関・住民等：広域AD

市町村精神保健福
祉担当者会議

保健：市町村、保健福祉事務所、
精神保健福祉センター

1回/年
県事業説明、取組報告
及びグループワーク

各市町村の好事例の共有や市町村・県
関係機関の関係づくり、広域ADの助
言を得て、市町村のにも包括の取組を
推進する。

医療：

福祉：市町村

その他関係機関・住民等：広域AD

【その他事項】 ※協議の場の運営における課題や悩んでいる点、アドバイザーに相談したい事項など、自由に記載してください

８
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための
協議の場に関連する会議等の実施状況
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年度 実施内容 具体的な取組

事業利用予定年数：令和１０年度まで（３年間）

到達目標
（Ｒ10年度まで）

①にも包括の普及啓発、②関係機関との連携、③ピアサポートの活用の課題解決を図り、
県全域において「地域包括ケアシステム」を構築する。

※赤枠内
必須

９ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けたスケジュール（長期）

令和６年度から令和１０年度までの5年間の取組計画を
「宮城県の精神保健福祉施策パッケージ」として策定しています。

スライド13のとおり
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時期（月） 実施内容 具体的な取組

【通年】

6月

7月

8月

10月

11月

12月

2月

・心のサポーター養成研修（みやぎ出前講座）
・にも包括構築推進サポーターの派遣

・国アドバイザー等合同会議
・県合同会議/三者会議①
・市町村取組状況調査

・第1回県障害者自立支援協議会精神障害部会
・心のサポーター養成研修開始（地域・教育・企業
対象）

・市町村精神保健福祉担当者会議

・三者会議②
・市町村取組状況の公表
・当事者・家族団体ハンドブック発行

・当事者・家族団体交流会

・三者会議③

・第2回県障害者自立支援協議会精神障害部会
・国アドバイザー等合同会議②
・三者会議④

・各保健福祉事務所による出前講座の実施
・市町村等へのにも包括構築サポーターの派遣

・広域アドバイザー、密着アドバイザー、県担当者等の顔合わせ、方針共有
・県内市町村のにも包括の取組状況調査

・県の課題に対する取組状況の評価、入院者訪問支援事業推進会議を兼ねる
・地域・教育（精神保健福祉センター）、企業（日本精神科看護協会宮城県支部委託・宮
城産業保健総合支援センター共催）で実施

・市町村におけるにも包括の構築推進、市町村の取組報告及びグループワーク、市町村取組状
況の報告

・各圏域の取組の進捗確認、共有（自治体情報シート、ロードマップ等）
・市町村取組状況等をみやぎ“にも包括”ポータルサイトで公表

・当事者団体・家族会等を参集した交流会の開催（精神保健福祉センター）

・各圏域の取組の進捗確認、共有

・県（圏域）の取組状況の報告、入院者訪問支援事業推進会議を兼ねる

・各圏域の取組の評価、次年度計画（ロードマップ等）

到達目標
（Ｒ８年度）

・各圏域の課題解決のための取組の実施に向けた検討
・ピアサポーターの活用
・にも包括の普及啓発

※必須 10 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けたスケジュール（短期）
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